
株主の皆さまにおかれましては、日頃より格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上

げます。

当社は、経営の長期的展望およびその下で策定した第７次中期経営計画（2025

年度まで）に基づき、経営目標（安定的に連結経常利益100億円超・ROE5%を上

回る水準を維持するとともに、さらなる向上を目指す）の達成に向けて、経営努力

を積み重ね、事業戦略面では、収益源の多様化と収益構造の複線化の努力が一

定の成果をあげており、また、コーポレートガバナンスについても取締役会審議の

さらなる充実など一層の強化に努めてまいりました。

その結果、2025年度の当社業績は、連結経常利益149億円、ROEは7.8％となり、

目標を大きく上回って推移しております。

2025年11月に策定・公表いたしました2026年度から2028年度までの3年間を

計画期間とする第8次中期経営計画では、海外市場、特にアジア市場における一

層のプレゼンス向上や、証券の需要に着目したストラクチャー取引の拡充により、質の向上を図りながらさらなる収益力の

向上を目指します。今後も証券・金融市場のインフラ機能を支えるわが国唯一の証券金融会社として、持続的な成長と企

業価値の向上を実現する、機動性・柔軟性に富んだ特色あるユニークな企業を目指す取組みを一層前進させてまいります。

株主の皆さまには、当社の取組みについて引き続きご理解・ご支援を賜りますようお願い申し上げます。

代表執行役社長 下山田 守邦

株主通信

 第116期（2026年3月期）の業績について

2025年度の経済環境は、⽶国の関税政策等に起因する不透
明感の中でも内需を中⼼として緩やかに回復し、日本銀行は12
月に0.75％への利上げを行いました。日経平均株価は、わが国
の経済政策全般への期待感や米国IT株の好調から5万円台に
上昇し、2月には年度内最高値（5万8,850円27銭）に達しました。

こうした中、当社グループの当期業績は、連結営業利益は140
億円（前期比23.7％増）と増益となりました。これは、株式市況
が下期を中心に好調に推移したことや市場金利の上昇などによ
る資金需要の増加などを背景に、貸借取引業務や株券レポ取引
等が堅調に推移したこと、また信託銀行業において、管理型信

託サービスが引き続き堅調に推移したことなどによるものです。
これに伴い、連結経常利益も149億円（同19.9％増）と増益と

なりました。また、親会社株主に帰属する当期純利益は、前期に
計上した特別利益が剥落したものの、同2.3％増の106億円とな
りました。

 第117期（2027年3月期）通期の業績予想について

当社グループの2027年3月期通期業績予想は、連結営業利益
144億円（前期比2.7％増）、同経常利益158億円（同5.4％増）、
同当期純利益110億円（同3.7％増）を見込んでおります。

Top Message ～ 株主の皆さまへ ～

第 期

2025年4月1日から2026年3月31日まで



セキュリティ・ファイナンス業務の伸長

　セキュリティ・ファイナンス業務は、株式や債券のレポ・現先取引を通じて、証券会社・金融機関等が保有する在庫証券のファイ
ナンスニーズや、各種金融取引における担保利用目的での有価証券の借入ニーズなどに応え、証券・金融市場に広く流動性を供給
する業務です。このセキュリティ・ファイナンス業務は、当社の成長エンジンの一つとして推進しています。

セキュリティ・ファイナンス業務とは

第8次中期経営計画期間中の株主還元方針

株主還元方針
◆ �株主還元の充実を図る観点から、ROE8％を達成するまでの間、配当および自己株式取得の機動

的な実施により「総還元性向100％」を目指す。

◆ �配当については、「配当性向70％」を目安とし、積極的に実施する。

　債券レポ・現先取引については、決済リスク管理や国際金融規制の強化等を背景に、特に海外からの高品質流動資産（いわゆ
るHQLA）としての日本国債へのニーズが高く、国内の機関投資家・地域金融機関等の運用ニーズと結びつけ、当社が仲介役を果
たすかたちで伸長しています。株券レポ取引では、金利上昇の中で、増加してきた資金需要に応え、残高を伸ばしています。
　外国金融機関など取引先の拡大、外国株式・外国国債など取扱有価証券の多様化といったサービスの拡充にも取り組んでおり、
日本を含むアジア地域の株式を担保として受け入れ、代わりに日本国債などのHQLAを提供する取引（アップグレード取引）を伸ば
しています。今後も幅広く取引先ニーズに応え、取引を拡充してまいります。

最近の事業環境と取組みについて
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～2026年度の株主還元～
	配当予想（年間）
	 　94円（8円の増配）
	自己株式取得
	 　株数上限180万株、金額上限34億円
	総還元性向
	 　99.8％
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ストラクチャー取引の増加
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　単純な資金対証券（キャッシュ
ドリブン）の取引のほか、証券対
証券（セキュリティドリブン）のス
トラクチャー取引に注力し、後者
のウェイトをさらに増加させること
を企図しています。



業務別の営業総利益

主な事業ポートフォリオ 2026年3月期の概況営業総利益 （単位 ： 百万円）

★証券会社等への資金および
有価証券の貸付

★リテール向け融資

セキュリティ・ファイナンス業務セキュリティ・ファイナンス業務 債券レポ・現先取引は、担保利用や国際金
融規制対応等の需要は堅調な一方、短期市
場金利がレンジ圏で推移し利ざやが縮小
その他のセキュリティ・ファイナンス業務は、
下期を中心に好調に推移した株式市況や、
資金需要の増加等を背景に堅調に推移

★国債などの有価証券の運用

有 価 証 券 運 用 業 務有 価 証 券 運 用 業 務

ポートフォリオの入替を実施

★顧客分別金信託等の信託業
務と有価証券運用、貸出等
の銀行業務

信 託 銀 行 業 務信 託 銀 行 業 務
管理型信託サービスや受入利息など
の増加により増益
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下期を中心に好調に推移した株式市
況や、金利情勢の変化に伴い、増益★信用取引の決済に必要な資

金・株券を証券会社に貸付

貸 借 取 引 業 務貸 借 取 引 業 務

IR掲示板（株主様アンケート結果のご報告）

　昨年12月にお送りした中間配当関係書類に同封したアンケートにつきましては、3,316名からのご回答を頂きました。
　皆様のご協力に感謝申し上げますとともに、頂いた貴重なご意見を今後のIR活動に反映してまいります。
　一部ではございますが、アンケートの結果をご紹介させて頂きます。「当社株式の購入理由」につきましては、従来どおり安定性
や配当が主要な理由となっておりますが、事業内容への注目も増加しています。また、新規購入いただいた株主様(保有期間3年未
満)が増える中、保有方針については引き続き長期保有が8割超を占めております。新しい中期経営計画に対しては、多くの方から
前向きな評価をいただきました。

当社株式の購入理由について（複数回答）Q 当社株式の保有期間Q

当社株式の保有方針Q

3年未満  �  49.8％ （前回比   ＋5.6％）

長期保有（3年以上） �   82.4％ （前回比   ＋1.9％）

安定性  �   56.7％ （前回比   ＋2.6％）第1 位

配　当  	   55.6％ （前回比 � ＋1.8％）第2 位

事業内容  �   30.9％ （前回比   ＋0.7％）第3 位

第8次中期経営計画に対する印象や感想（自由記述欄より）
●�業績や計画がまとめられておりわかりやすい。好感を持て

る内容である。
●海外市場におけるプレゼンス、認知度の向上に期待している。

●�株主還元姿勢を評価している。ROE8％の早期達成を期待
する。

●具体的なロードマップを描いて欲しい。



【取締役】
社 外 取 締 役 、
取 締 役 会 議 長 小　幡　尚　孝 （指名委員会・報酬委員会 委員長）

社 外 取 締 役 二子石　謙　輔 （指名委員・報酬委員）
社 外 取 締 役 山　川　隆　義 （指名委員・監査委員会 委員長）
社 外 取 締 役 田　中　恭　代 （報酬委員・監査委員）
社 外 取 締 役 関　沢　明　子 （監査委員）
社 外 取 締 役 平　井　　　彩 （報酬委員・監査委員）
取 締 役 櫛　田　誠　希
取 締 役※ 下山田　守　邦 （指名委員・報酬委員）
※は執行役兼務

【執行役】 【執行役員】
代表執行役社長 下山田　守　邦 執 行 役 員 髙　梨　治　彦
代表執行役副社長 岡　田　　　豊 執 行 役 員 皆　川　高　志
執 行 役 常 務 佐　藤　　　亘 執 行 役 員 五十嵐　友　美
執 行 役 常 務 佐　川　　　洋 執 行 役 員 成　實　　　朗
執 行 役 常 務 由　元　裕　二 執 行 役 員 山　本　克　彦 
執 行 役 常 務 松　井　裕　幸 執 行 役 員 日　比　健太郎

株式の状況

▪発行可能株式総数� 200,000千株
▪発行済株式の総数� 83,000千株
▪株主数� 19,368名

金融機関
��,���千株
（��.�％）

その他の国内法人
�,���千株
（�.�％）

証券会社
�,���千株
（�.�％）

発行済株式の総数
��,���
千株

外国人
��,���千株
（��.�％）

個人・その他
��,���千株
（��.�％）

自己株式
�,���千株
（�.�％）

事 業 年 度 4月1日から翌年3月31日まで
定 時 株 主 総 会 6月
定時株主総会基準日 3月31日
剰余金の配当基準日 期末配当3月31日

中間配当9月30日
単 元 株 式 数 100株
株 主 名 簿 管 理 人 お よ び 
特別口座の口座管理機関

東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
三井住友信託銀行株式会社

株式事務取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
三井住友信託銀行株式会社
・郵便物送付先
〒168-0063
東京都杉並区和泉二丁目8番4号
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部
・電話照会先

 0120-782-031

各種手続のお申出先

●住所変更、名義変更、配当金の受け取り方法の指定、
　単元未満株式の買取・買増等のお申出先について

区分 お申出先
証券会社でお取引をされている株主さま 株主さまの口座のある証券会社

特別口座（証券会社に口座のない）の株主さま
三井住友信託銀行　証券代行部
(左記、連絡先をご参照ください)

●未払配当金の支払いについて
　株主名簿管理人である三井住友信託銀行株式会社にお申出ください。

公 告 ⽅ 法 当社ホームページ(https://www.jsf.co.jp/)に電子公
告により掲載します。なお、電子公告をすることがで
きない場合は、日本経済新聞に掲載します。

株主名 持株数
（千株）

持株比率
（％）

THE SFP VALUE REALIZATION MASTER FUND LTD. 13,622 16.69

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 8,958 10.98

公益財団法人資本市場振興財団 4,654 5.70

JP MORGAN CHASE BANK 385642 4,596 5.63

株式会社みずほ銀行 3,536 4.33

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 2,636 3.23

三井住友信託銀行株式会社 1,489 1.82

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505001 1,370 1.68

RBC IST 15 PCT LENDING ACCOUNT - CLIENT ACCOUNT 1,275 1.56

BNYM AS AGT/CLTS 10 PERCENT 1,132 1.38
・持株比率は自己株式（1,429千株）を発行済株式の総数から控除して計算してお

ります。

株式情報（2026年3月31日現在）

株式についてのご案内

大株主（2026年3月31日現在）

会社概要（2026年3月31日現在） 役員一覧（2026年6月26日現在）

▪ 商 号 日本証券金融株式会社
JAPAN SECURITIES FINANCE CO.,LTD.

▪ 証 券 コ ー ド 8511

▪ 上 場 区 分 東証プライム市場

▪ 設 立 1927年7月

▪ 創 業 1950年2月

▪ 資 本 金 100億円	

▪ 主な事業内容 貸借取引業務、セキュリティ・ファイナンス業
務、有価証券運用業務

▪ 従 業 員 数 250名

▪ 本 店 東京都中央区日本橋茅場町一丁目2番10号


